
 

東京都学校事務職員労働組合（東学） 新宿区西新宿２－８－１ 都庁第２本庁舎３２階  

（２０２６年度東京都・教育庁予算案特集） ２０２６年２月５日 ＮO.７７５ 

２０２６年度東京都当初予算（案）５年連続

過去最大 物価高対策を重視 教育の充実も 
東京都は、１月３０日に２０２６年度の当初予算案を公表しました。一般会計が総額で

９兆６５３０億円、５年連続で過去最大です。夏季の水道基本料金無償化など物価高対策

を重視しています。 

歳入の７６％を占める都税収入が堅調 
 都税収入は、７兆３８５６億円（前年度比６．６％増）。根幹をなす法人２税は、企業

収益の堅調さを受け２兆７１２６億円（前年度比７％増）。個人都民税も所得上昇などで

１兆４０７１億円（１３％増）。 

歳出は政策的経費が７兆２６７８億円  
 「福祉と保健」分野で１兆８７３０億円。保育料の負担軽減事業や不妊治療助成などを

盛り込み５．７％増。 

 「教育と文化」分野では、都立高校の教育環境や魅力向上のための施設改修や物価高を

受けた学校給食費の負担軽減などで１兆５９２２億円（９．４％増）。 

 「生活環境」分野では、昨夏に続く水道基本料金無償化、災害対策も見据えた断滅・太

陽光住宅の普及拡大事業などで４８１３億円（２８．６％増）。 

 

２０２６年度教育庁予算（案） 
歳出予算 令和８年度予算１，１８１，２３１百万円 令和７年度予算１，０４７，８０

１百万円 増減１３３，４３０百万円 １２．７％の増 

歳入予算 令和８年度予算２２１，７０３百万円 令和７年度予算２０４，３８６百万円 

     増減１７，３１７百万円 ８．５％の増 

学校定数 小学校 令和８年度３５，２４１ 令和７年度３５，２２２   １９増 

     中学校 令和８年度１６，６４３ 令和７年度１６，３５７  ２８６減 

     高等学校 令和８年度１０，６０３ 令和７年度１０，５９９   ４増 

     特別支援学校 令和８年度６，８９４ 令和７年度６，７２５ １６９増 

     合計  令和８年度６９，３８１ 令和７年度６８，９０３  ４７８増 

学校における働き方改革等の推進予算案から抜粋 

１． 教員が心身ともに健康に、やりがいを感じながら、職務に取り組める環境の整備 
５２，６６５百万円 

１． 都立学校及び公立小・中学校において、負担の大きい校務を担う教員の授業時数

を軽減して、効果的・効率的な学校運営体制の整備を図る取組を実施（全小・中

学校、全都立学校） 

２． 教員の負担軽減を図り、児童・生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整

備するため、区市町村立学校を対象に、授業準備等をサポートする人材の配置を



支援するとともに、新たに都立学校にも配置を拡大（全小・中学校、都立学校５

０校） 

３． 校務が集中する副校長の負担を軽減するため、副校長を直接補佐する人材の配置

を拡充し、学校マネジメントを強化（区市町村立小・中学校１５０３校、都立学

校２４８校） 

４． 授業の質の向上や教員の負担軽減等を図るため、小学校１学年から３学年におけ

る、副担任相当の業務を担うエデュケーション・アシスタントの配置を支援（全

小学校１９６４人） 

５． 公立小・中学校等にて学校・教員以外でも担うことが可能な業務について段階的

に外部委託を推進（１５０校） 

６． 小学校において、英語や体育などの教科指導における専門性が高い外部人材の活

用を促進し、教育内容の充実を図るとともに、特に教員として適正がある者につ

いて特別免許状を授与 

７． 産休の取得や育業をすることが見込まれている教職員が安心して出産・育児に専

念できるよう、年度途中での確保が難しくなる代替のための臨時的任用教職員を

最大４カ月前倒しで任用 

８． 外部コンサルタントを活用し、各学校の状況に応じ業務改革を支援（２０校）す

るとともに、好事例などの共有を目的としたコミュニティイベントを新たに開催 

９． 都立学校において機能性が高く働きやすい職員室の整備を推進 

１０． 都立学校の在校等時間を閲覧できるシステムを構築し、タイムマネジメント

を意識した働き方を促進。加えて、区市町村教育委員会へも展開 

１１． 教職員がどこでも迅速に情報共有を図ることができるようにするため、公用

スマートフォンを都立学校の教職員に貸与（全都立学校） 

１２． 都立学校の教員が負担なく安全に生徒の個人情報を管理できるよう、教務手

帳の電子化を推進 

１３． 区市町村統合型校務支援システムの共有化に向け、システムの要件定義を実

施 

１４． 学校と家庭・地域とのより良好な関係づくりの推進に向けて、保護者等との

関係づくりに係るガイドラインの普及啓発等に関する取組、都立学校を対象とし

た弁護士を活用した伴走型の支援や録音・録画・コールセンターのモデル導入等

を実施 

１５． 都立学校に事務補助を行う派遣職員を配置するとともに、電話対応における

自動応答機能の活用等を一部学校で先行実施 

１６． 台風により被害を受けた八丈島の教職員住宅の代替となる取組を推進 

１７． 島しょ地域における教職員住宅整備の迅速化に向け、取組を推進 

 

令和７年度学校における働き方改革の進捗

及び今後の展開学校における業務のアウトソーシング 
【対象業務】    【令和８年度規模】   【令和７年度規模】 

就学時健康診断の運営業務   ２地区程度        １地区 

学校徴収金に係る事務処理業務 １地区程度       （実施準備） 

特別支援学校の教材準備等業務 １０校程度         — 

上記以外のアウトソーシング対象業務の例：会計年度任用職員の任用事務、移動教室に

係る事務 


